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３ . 人事

3-1：従業員推移　単独 従業員推移　連結

注１：1967年度（36期）～1984年度（60期）　在籍人員は出向社員及び嘱託は含まない
注２：1985年度（61期）～1998年度（75期）　従業員数に出向社員は含まない
注３：1999年度（76期）～　従業員数は就業人員
注４：  2020年度（97期）　単独の従業員数の増加は、主に四輪事業において、当社と㈱本田技術研究所のデザインなど

一部機能を除く四輪商品開発機能を統合、ならびにホンダエンジニアリング㈱を合併したことによる
出典：有価証券報告書

注：1999年度（76期）～　従業員数は就業人員
出典：有価証券報告書
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3-3：コンプライアンス
Honda 行動規範

お客様や社会からの信頼を得て持続的に成長していくためには、

法令を遵守することはもちろん、誠実で倫理的な行動を実践して

いく必要があります。こうした認識のもと、ホンダは、世界中のホ

ンダで働く人々が実践すべき誠実な行動をまとめた「Honda行動

規範」を制定し、国内外の子会社を含むグループ全体で共有して

います。「Honda行動規範」を従業員一人ひとりに浸透させていく

ことを目的に、リーフレットの配布やポスターの掲示・社内報の発行・

啓発動画の配信・イントラネット上で事例解説等の紹介を行うとともに、研修を実施するなどの周知活動を行っています。これら周知活動の状況については、

定期的に当社の各部門および子会社において確認のうえコンプライアンス委員会に報告されます。

コンプライアンス委員会

ホンダは、グループのコンプライアンス向上を目的に、取締役会が委嘱したコンプライアンスオフィサーを委員長とし、コンプライアンスオフィサーならびに

経営会議により指名された執行役その他業務執行責任者で構成する「コンプライアンス委員会」を設置しています。同委員会は、コンプライアンス方針の策定・

変更を含む内部統制システム上の重要施策の決定、内部統制システムの整備・運用状況の確認、「企業倫理改善提案窓口」の適切な運営の監督およびコンプラ

イアンスに関する重要案件が発生した場合の再発防止策の決定などを行っています。なお、コンプライアンスに関するとくに重要度の高い案件が発生した

場合には、その内容に応じて経営会議または取締役会での審議または報告が行われることとなっています。コンプライアンス委員会は2022年度に

5回（定期委員会4回、臨時委員会1回）開催され、内部統制システムの整備・運用状況、企業倫理改善提案窓口の運用状況などが報告されました。

なお、2022年度において、重大な法令違反の発生はありませんでした。

企業倫理改善提案窓口

ホンダは、企業倫理問題の改善を図る仕組みとして「企業倫理改善提案窓口」を設けています。本窓口では、職場で法令違反や社内規則などに反する

行為が生じた場合、何らかの理由で上司に相談がしづらいなど職場内での改善や解決が難しいものについて、公平かつ中立な立場で提案（相談などを

含む）を受け付けています。さらに、明確な法令違反や社内規則違反があった場合のほか、疑わしい行為があった場合の相談および社内規則の内容に

関しての問い合わせなども受け付けており、事実関係の確認を行っています。提案は、eメール・手紙・電話・FAXが活用でき、当社だけでなく国内外の

すべての子会社およびお取引先から受け付けています。提案者については、不利益な取り扱いがないよう保護を図るとともに、匿名での提案も受け

付けています。また、より提案しやすい環境を整えるため、外部の弁護士事務所による窓口も設置するとともに、海外各地域には地域の提案窓口を

設置しているほか、独自の提案窓口を設置している子会社もあります。2022年度、「企業倫理改善提案窓口」（社外窓口を含む）への提案・相談は333件

（当社に関するもの164件・子会社に関するもの160件・その他9件）でした。窓口に提案された案件を調査した結果、懲戒処分となった件数は、

2022年度では当社に関する案件で4件、子会社に関する案件で6件あり、そのうち当社に関する案件における懲戒解雇処分はありませんでした。

なお、当社グループの贈収賄防止方針に違反しているという内容の提案はありませんでした。また窓口の社内認知度向上に向け、イントラネットへの

案内掲載、周知用カードの配布（全役職員を対象とし期間従業員・派遣労働者などを含む）、各職場での周知用ポスターの掲示などを行っています。

これらのツールには通報者の保護を明記しています。このほか、全従業員を対象に年に1度行う「従業員活性度測定」で窓口の認知状況を定点観測し、

認知率が低い部門にはさらなる周知強化を図っています。

贈収賄防止の取り組み

ホンダは、贈収賄行為を禁止しています。「Honda行動規範」において、法令遵守を定めるとともに、「自立した私企業として、政治（政治団体・政治家）や

行政（官公庁・その職員）と健全な関係を保ち」、「法令や社内規則に従い、政治や行政と健全に接するとともに、政治家や公務員に対して法令や社内

規則で禁止されている金銭・物品や接待などの利益の提供を行いません」と定めています。また、「お取引先との間で社会通念を超えて、金銭・物品や

接待などの利益を受領したり提供したりしません」と定めています。上記に加えて、贈収賄に関する基本方針を定めた「Honda贈収賄防止方針」と、

具体的な遵守・禁止事項を定めた「Honda贈収賄防止ガイドライン」も策定し、従業員向けのイントラネット上に掲示するとともに関連する啓発コン

テンツを掲載しています。ホンダでは、「Honda行動規範」の周知活動等を通じ、全従業員に対して贈収賄防止に関する啓発を行うとともに、海外

赴任者や新任管理職に対しては、その職位や役割を踏まえた内容の研修を実施することで、さらなる贈収賄リスクの低減に努めています。なお、

子会社においても、各社の状況に応じた研修プログラムを整備し、啓発に取り組んでいます。

反競争的行為防止への取り組み

グローバルに事業展開するホンダは、日々の事業活動のなかで各国の競争法に違反しないよう細心の注意を払っています。「Honda行動規範」に

おいても、「競争法の遵守」として、「お客様と社会から信頼される企業であり続けるため、競合他社と自由で公正な競争を行う」こと、「競争法（独占禁止法）を

遵守」することを定めています。また、コンプライアンス強化の一環として、反競争的行為について、関係部門に対する個別研修を実施しているほか、

海外赴任者向け研修や新認定管理職向けの研修でも、反競争的行為をテーマとしたプログラムを取り入れています。このほか、従業員向けのイントラ

ネット上に反競争的行為に関する啓発コンテンツを掲載しています。

紛争鉱物規制への対応

米国の金融規制改革法（ドッド・フランク法）、およびそれを受けたSEC※1の紛争鉱物開示規制に関する最終規則において、「コンゴ民主共和国および

周辺国産の紛争鉱物の購入・使用が武装勢力の資金源となり、紛争地域での人権侵害に関わっていない」ことを確認することが企業に対して義務付け

られました。ホンダは、紛争地域での武装勢力の資金源や人権侵害などの不正に関わる紛争鉱物を使用しない「コンフリクトフリー」を目指すことを

Honda行動規範 社内報

方針としています。「OECD紛争地域および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライチェーンのためのデューデリジェンスガイダンス」に定められた基準に

従って調査を実施し、国内外の業界団体やサプライヤーと連携しながら、紛争鉱物問題の解決に向けて取り組んでいきます。調査にあたり、一般社団法人

日本自動車工業会においては、サプライヤー向けに調査帳票の記入マニュアルや調査結果を集計するためのツールを作成しています。また、一般社団法人

日本自動車部品工業会および一般社団法人電子情報技術産業協会などと連携し、定期的なワーキング活動を実施しながら効率的な調査方法の検討や調査

結果の把握・解析を進めています。北米においては、責任ある鉱物調達を推進する国際的な組織であるRMI※2と連携しながら、製錬・精錬業者に対し

RMAP※3への参加を働きかけています。サプライヤーとの間では、紛争鉱物への対応を含むサステナビリティーに関する取り組み事項を記載した「Honda

サプライヤーサステナビリティーガイドライン」を共有し、当ガイドラインに沿った調達を推進するとともに、一次サプライヤーには、二次サプライヤーに対して

同様に取り組んでいただくよう、働きかけています。2013年から、全世界のサプライヤーを対象に紛争鉱物の使用状況調査を実施しています。2022年度は、

7,000社を超えるサプライヤーから回答をいただき、その調査結果をSECに報告するとともに、Webサイトで公開しています。調査を通じて原産国に関係なく

懸念のある鉱物であることが判明した場合は、サプライヤーと連携し適切な措置を講じていきます。また、回答内容に不備がある場合は、再調査を依頼する

など、調査の精度向上に努めています。

※1 SEC：Securities and Exchange Commission（米国証券取引委員会）の略
※2 RMI：Responsible Minerals Initiative（責任ある鉱物イニシアチブ）の略
※3 RMAP：Responsible Minerals Assurance Process（責任ある鉱物監査プロセス）の略

3-2：コーポレートガバナンス
基本的な考え方

ホンダは、基本理念に立脚し、株主・投資家の皆様をはじめ、お客様、社会からの信頼をより高めるとともに、会社の迅速・果断かつリスクを勘案した意思決定を

促し、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることで、「存在を期待される企業」となるために、経営の最重要課題の一つとして、コーポレートガバナンスの

充実に取り組んでいます。

ホンダは、経営の監督機能と執行機能を明確に分離し、監督機能の強化と迅速かつ機動的な意思決定を行うため、過半数の社外取締役で構成される「指名

委員会」「監査委員会」「報酬委員会」を有し、かつ取締役会から執行役に対して大幅に業務執行権限を委譲可能な指名委員会等設置会社を採用しています。

株主・投資家の皆様や、お客様・社会からの信頼と共感をよりいっそう高めるため、四半期ごとの決算や経営政策の迅速かつ正確な公表など、企業情報の適切な

開示を行っており、今後も透明性の確保に努めていきます。

コーポレートガバナンス体制（2023年6月21日）

監督機能

執行機能

取締役会室

業務監査部

各本部・統括部（地域・事業・機能別）／各子会社

コンプライアンスオフィサー
コンプライアンス委員会
コンプライアンス

リスクマネジメントオフィサー
リスクマネジメント委員会
リスクマネジメント

企業倫理
改善提案窓口

取締役選解任議案決定 選任・解任

選任・解任
監査

補佐

監査

報告

報告
報告 報告

監査

報告

報告

報告

報告

報告

提案

提案・
報告

監督・
権限委譲

監督・
評価

執行役の選解任・監督・権限委譲

委員の選定・解職・監督

報酬決定

報酬決定

会計監査人
選解任議案決定

監督

内部監査

株主総会 会計監査人

経営会議（代表執行役および執行役）

指名委員会　取締役4名（うち社外取締役3名）

取締役会　取締役11名（うち社外取締役5名）

報酬委員会　取締役4名（うち社外取締役3名） 監査委員会　取締役5名（うち社外取締役3名）
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3-3：コンプライアンス
Honda 行動規範

お客様や社会からの信頼を得て持続的に成長していくためには、

法令を遵守することはもちろん、誠実で倫理的な行動を実践して

いく必要があります。こうした認識のもと、ホンダは、世界中のホ

ンダで働く人々が実践すべき誠実な行動をまとめた「Honda行動

規範」を制定し、国内外の子会社を含むグループ全体で共有して

います。「Honda行動規範」を従業員一人ひとりに浸透させていく

ことを目的に、リーフレットの配布やポスターの掲示・社内報の発行・

啓発動画の配信・イントラネット上で事例解説等の紹介を行うとともに、研修を実施するなどの周知活動を行っています。これら周知活動の状況については、

定期的に当社の各部門および子会社において確認のうえコンプライアンス委員会に報告されます。

コンプライアンス委員会

ホンダは、グループのコンプライアンス向上を目的に、取締役会が委嘱したコンプライアンスオフィサーを委員長とし、コンプライアンスオフィサーならびに

経営会議により指名された執行役その他業務執行責任者で構成する「コンプライアンス委員会」を設置しています。同委員会は、コンプライアンス方針の策定・

変更を含む内部統制システム上の重要施策の決定、内部統制システムの整備・運用状況の確認、「企業倫理改善提案窓口」の適切な運営の監督およびコンプラ

イアンスに関する重要案件が発生した場合の再発防止策の決定などを行っています。なお、コンプライアンスに関するとくに重要度の高い案件が発生した

場合には、その内容に応じて経営会議または取締役会での審議または報告が行われることとなっています。コンプライアンス委員会は2022年度に

5回（定期委員会4回、臨時委員会1回）開催され、内部統制システムの整備・運用状況、企業倫理改善提案窓口の運用状況などが報告されました。

なお、2022年度において、重大な法令違反の発生はありませんでした。

企業倫理改善提案窓口

ホンダは、企業倫理問題の改善を図る仕組みとして「企業倫理改善提案窓口」を設けています。本窓口では、職場で法令違反や社内規則などに反する

行為が生じた場合、何らかの理由で上司に相談がしづらいなど職場内での改善や解決が難しいものについて、公平かつ中立な立場で提案（相談などを

含む）を受け付けています。さらに、明確な法令違反や社内規則違反があった場合のほか、疑わしい行為があった場合の相談および社内規則の内容に

関しての問い合わせなども受け付けており、事実関係の確認を行っています。提案は、eメール・手紙・電話・FAXが活用でき、当社だけでなく国内外の

すべての子会社およびお取引先から受け付けています。提案者については、不利益な取り扱いがないよう保護を図るとともに、匿名での提案も受け

付けています。また、より提案しやすい環境を整えるため、外部の弁護士事務所による窓口も設置するとともに、海外各地域には地域の提案窓口を

設置しているほか、独自の提案窓口を設置している子会社もあります。2022年度、「企業倫理改善提案窓口」（社外窓口を含む）への提案・相談は333件

（当社に関するもの164件・子会社に関するもの160件・その他9件）でした。窓口に提案された案件を調査した結果、懲戒処分となった件数は、

2022年度では当社に関する案件で4件、子会社に関する案件で6件あり、そのうち当社に関する案件における懲戒解雇処分はありませんでした。

なお、当社グループの贈収賄防止方針に違反しているという内容の提案はありませんでした。また窓口の社内認知度向上に向け、イントラネットへの

案内掲載、周知用カードの配布（全役職員を対象とし期間従業員・派遣労働者などを含む）、各職場での周知用ポスターの掲示などを行っています。

これらのツールには通報者の保護を明記しています。このほか、全従業員を対象に年に1度行う「従業員活性度測定」で窓口の認知状況を定点観測し、

認知率が低い部門にはさらなる周知強化を図っています。

贈収賄防止の取り組み

ホンダは、贈収賄行為を禁止しています。「Honda行動規範」において、法令遵守を定めるとともに、「自立した私企業として、政治（政治団体・政治家）や

行政（官公庁・その職員）と健全な関係を保ち」、「法令や社内規則に従い、政治や行政と健全に接するとともに、政治家や公務員に対して法令や社内

規則で禁止されている金銭・物品や接待などの利益の提供を行いません」と定めています。また、「お取引先との間で社会通念を超えて、金銭・物品や

接待などの利益を受領したり提供したりしません」と定めています。上記に加えて、贈収賄に関する基本方針を定めた「Honda贈収賄防止方針」と、

具体的な遵守・禁止事項を定めた「Honda贈収賄防止ガイドライン」も策定し、従業員向けのイントラネット上に掲示するとともに関連する啓発コン

テンツを掲載しています。ホンダでは、「Honda行動規範」の周知活動等を通じ、全従業員に対して贈収賄防止に関する啓発を行うとともに、海外

赴任者や新任管理職に対しては、その職位や役割を踏まえた内容の研修を実施することで、さらなる贈収賄リスクの低減に努めています。なお、

子会社においても、各社の状況に応じた研修プログラムを整備し、啓発に取り組んでいます。

反競争的行為防止への取り組み

グローバルに事業展開するホンダは、日々の事業活動のなかで各国の競争法に違反しないよう細心の注意を払っています。「Honda行動規範」に

おいても、「競争法の遵守」として、「お客様と社会から信頼される企業であり続けるため、競合他社と自由で公正な競争を行う」こと、「競争法（独占禁止法）を

遵守」することを定めています。また、コンプライアンス強化の一環として、反競争的行為について、関係部門に対する個別研修を実施しているほか、

海外赴任者向け研修や新認定管理職向けの研修でも、反競争的行為をテーマとしたプログラムを取り入れています。このほか、従業員向けのイントラ

ネット上に反競争的行為に関する啓発コンテンツを掲載しています。

紛争鉱物規制への対応

米国の金融規制改革法（ドッド・フランク法）、およびそれを受けたSEC※1の紛争鉱物開示規制に関する最終規則において、「コンゴ民主共和国および

周辺国産の紛争鉱物の購入・使用が武装勢力の資金源となり、紛争地域での人権侵害に関わっていない」ことを確認することが企業に対して義務付け

られました。ホンダは、紛争地域での武装勢力の資金源や人権侵害などの不正に関わる紛争鉱物を使用しない「コンフリクトフリー」を目指すことを

方針としています。「OECD紛争地域および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライチェーンのためのデューデリジェンスガイダンス」に定められた基準に

従って調査を実施し、国内外の業界団体やサプライヤーと連携しながら、紛争鉱物問題の解決に向けて取り組んでいきます。調査にあたり、一般社団法人

日本自動車工業会においては、サプライヤー向けに調査帳票の記入マニュアルや調査結果を集計するためのツールを作成しています。また、一般社団法人

日本自動車部品工業会および一般社団法人電子情報技術産業協会などと連携し、定期的なワーキング活動を実施しながら効率的な調査方法の検討や調査

結果の把握・解析を進めています。北米においては、責任ある鉱物調達を推進する国際的な組織であるRMI※2と連携しながら、製錬・精錬業者に対し

RMAP※3への参加を働きかけています。サプライヤーとの間では、紛争鉱物への対応を含むサステナビリティーに関する取り組み事項を記載した「Honda

サプライヤーサステナビリティーガイドライン」を共有し、当ガイドラインに沿った調達を推進するとともに、一次サプライヤーには、二次サプライヤーに対して

同様に取り組んでいただくよう、働きかけています。2013年から、全世界のサプライヤーを対象に紛争鉱物の使用状況調査を実施しています。2022年度は、

7,000社を超えるサプライヤーから回答をいただき、その調査結果をSECに報告するとともに、Webサイトで公開しています。調査を通じて原産国に関係なく

懸念のある鉱物であることが判明した場合は、サプライヤーと連携し適切な措置を講じていきます。また、回答内容に不備がある場合は、再調査を依頼する

など、調査の精度向上に努めています。

※1 SEC：Securities and Exchange Commission（米国証券取引委員会）の略
※2 RMI：Responsible Minerals Initiative（責任ある鉱物イニシアチブ）の略
※3 RMAP：Responsible Minerals Assurance Process（責任ある鉱物監査プロセス）の略

Ⅱ 経営・会社情報

出典：Honda Report 2023 




